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［北海道農業経済研究第7巻第2号 1998. 9] 

［論 文]1997年度秋季大会シンポジウム

新農業基本法と北海道農業の兼業化問題

一稲作中核地帯を主たる対象として一

I . 課題の限定

本論の課題は、戦後の北海道農業における兼業

化問題について、主として石狩川流域の稲作中核

地帯を対象として検討することである。

日本の農家兼業に関する研究は、都府県におけ

る大量の兼業農家の存在と規模拡大の遅れを背景

として、兼業農家の就業構造と日本経済・労働市

場との関係、および兼業農家の経営構造や地域農

業との関連の分析として主になされてきた。

これに対して北海道では、大量の離農を背景と

して専業農家が層として存在してきたため、規模

拡大を阻害する要因としての兼業農家は問題とさ

れてこなかったといえる。ところが、大規模化が

進んだ北海道の稲作中核地帯において、農業所得

で生計費がまかなえるはずのlOha以上層の稲作

経営においても兼業がなされている点が指摘され

ている（今井[3])。

北海道農業における兼業農家の量的位置をみて

おくと、 1990年の総農家戸数9万5,437戸のうち

「兼業農家」は5万2,855戸、 55.4%を占めている。

また、兼業農家の中で経営主が兼業に従事してい

る経営（「世帯主農業専従」以外の農家）は、第

1種兼業農家で8,336戸、第2種兼業農家で 1万

＊酪製学園大学酪農学部

泉谷員実＊

9,934戸であり、総農家の20.9%を占めている。

このように、兼業農家は総農家の 6割、世帯主ま

でが兼業に従事している農家は2割を占めており、

北海道農業においても兼業農家は無視できない大

きさを占めているのである（以上の数値は「農業

センサス」による）。

以下では、冒頭の課題に応えるために、第一に、

北海道における農家兼業の都府県との異質性を検

討する（第II節）。第二に、北海道における農家

兼業の農業地帯別の特質を明らかにし、主たる分

析の対象とした稲作中核地帯の位置づけを行う

（第m節）。第三に、石狩川流域の稲作中核地帯に

おける1970年代以降の兼業化の展開と類型化を流

域性との関連で検討する（第1V節）。最後に、北

海道稲作における兼業化の課題と、現在検討が進

められている「新農業基本法」との関連を考察す

る（第V節）。

]I. 北海道と都府県における兼業化の比較

1. 農家戸数減少の抑制メカニズムの欠如

表1には、 1970年から95年にかけての専兼別の

農家戸数の増減率を、都府県と北海道に分けて示

した。総農家戸数の減少率は、北海道 (51.2%)

が都府県 (35.1%)を大きく上回っている。これ
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は、都府県においては農外収入による家計の安定

化がはかられてきた結果であり、特に第2種兼業

農家戸数の減少率が低くなっている点にあらわれ

ている。これに対して北海道では専業農家、兼業

農家をとわず農家戸数は大きく減少し、第2種兼

業農家の減少率57.9%は専業農家の56.5%を上回っ

てさえいる。このように、都府県の第2種兼業化

とそれによる農家戸数減少の相対的な抑制に対し

て、北海道では専業農家と兼業農家をとおして一

貫した大幅な減少状態にある。

この点は、農業センサスの「農業構造動態報告

表1 家としての主な兼業種類別農家戸数の構成と増減率

書」から「離農」農家比率を示した表2からも確

認できる。 1970年から95年にかけて、いずれの期

間、そして専兼別のいずれをみても北海道の農家

の「離農」比率は都府県のそれを上回っている。

特に、兼業農家においては「離農」比率が都府県

の2--3倍に達しており、第2種兼業農家の「離

農」比率の差が大きくなっている。このように、

北海道においては農家兼業が農業滞留的に機能せ

ず、農業離脱的な作用をもたらしてきたのである。

この北海道における農家戸数の減少の推移は、

ある一時点を切り取って見た場合には専業化と規

模拡大の進展として捉えられうるが、動態的な

過程として見た場合には、都府県の農家兼業構

（単位：％） 造のような農家戸数の減少を抑えるメカニズム

増減率 1970年
都府県北海道 都府県北海道 都

総農家数 -35.0 -51.2 100.0 100.0 100.0 100.0 

専業農家 -31.3 -56.5 14.5 48.9 15.3 43.6 

兼業農家計 -35.7 -46.1 85.5 51.1 84.7 56.4 

雇悶出B粛稼雇胃ぎ•麟臨時 ・・← 8382843....3060・・・・38316947....3 9 0 9 8532739:..8 3 1 6 44715323....6 7 5 8 898501. .. .1 8 7 2 8549531. •. .4 6 5 0 

自悶営そ兼の業他 ----47747530.1 .1 ..3 9 ----78856979.7 ...7 5 1 8110781. • .4 .2 3 3 2534891..4 .7 .6 7 149350....2 2 9 9 2614707....5 3 8 9 

第1種兼業計 -72.4 -34. 7 34.0 25.9 14.5 34.7 

雇恒用出日兼常稼雇業的ぎ• 勤臨務時 ----58792227....5 2 7 0 ----28235401....8 3 8 4 8445959.1 •. .4 6 3 94410324....6 4 2 5 8722096....8 8 7 5 94s662 o •• :s 0 8 7 

自営醤そ兼の業他 ----88673381..4 .6 8 6 ----87942 a1:.5 o 5 7 10210636 •. .4 6 2 448 9 56:.4 a 2 10147 . .4 .1 2 1143...0 5 5 0 
. 5 . .4 .5 78.5 85. 

第2種兼業計 -11.5 -57.9 51.5 25.2 70.2 21.7 

屈恒用出日兼常稼扉業的ぎ・ 勤臨務時 --8-274849 • .1 ..5 0 3 ----48614361.7 • .4 .8 2 7728054 • .4 • .4 5 1 44614500....2 3 6 1 895350....0 8 9 4 7274480....8 8 4 9 

自営闘そ兼の業他 ----357 3 87...6 3 6 0 ----77586471 .7 .• 9 2101.36 ..6 5 3 2 3921... 8 0 1524...5 0 9 6 23622 51. • .1 8 1 1 
40 . .5 5 8 . 6 36.7 3 92. . 

資料：『農業センサス』各年次。
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が北海道農業には組み込まれていないことを示

している。そして、農産物価格が一方的な低下

傾向を示すもとでは経営の自立限界規模が常に

上昇するが、集約的な野菜導入という方向を除

けば、その上昇にともなって農家戸数が一方的

に減少する基本的な仕組みになっていると考え

られる。

2. 北海道における農家兼業の特質

次に、都府県と比較した場合の北海道におけ

る農家兼業の特質について検討する（前掲表1)。

まず第一に、総体としての兼業農家比率の低

さと、兼業農家に占める第 1種兼業農家比率の

高さがあげられる。兼業農家比率は70年、 95年

の両年ともに都府県のおよそ 8割に対して北海

道では5割台であり、第2種兼業農家比率は都

府県では70年から95年にかけて51.5%から70.2

％に上昇しているのに対して、北海道では25.2

％から21.7%へと低下すらしている。

第二にあげられるのは、雇用兼業に占める恒

常的勤務の割合が低く、日屈•臨時雇用の割合

が高いという点である。兼業農家計では、雇用

兼業に占める恒常的勤務の割合は都府県が9割



表2 離農率の専兼別比較 自営兼業に占める漁業兼業の割合の高さ

（単位：％） である。兼業農家計での自営兼業比率は、

年次 地域→19770 5 → 19785 0 → 19880 5 → 19895 0 → 19995 0 

合計 都北府海道県 2103.4 .1 184 . .4 8 191..2 1 1141..9 6 1139 . .1 4 

専年業齢男人子口生あ産り 都北府海道県 145.1 .3 砂 45.1 .2 47..5 5 161..0 0 

専年業齢男人子口生な産し 都北府海道県 5331..1 2 3381 :2 8 3311..1 4 2324..8 9 2329 . .4 0 

第1種兼業 都北府海道県 163 . .4 0 2.2 2.5 5 37 .0 40 .3 7.0 4. .2 1 .5 

第2種兼業 都北府海道県 152 .2 3 2109 .2 9 10.6 7.3 1 88 .4 
4 . . 23.8 23. 2 .2 

自給農家 都北府海道県 ．．． ... • • • • • • 4320..7 6 4380..9 7 ... ... 
資料：『農業センサス 農業構造動態統計報告書』各年次。

1970年には都府県 (17.2%)よりも北海

道 (24.4%)の方が高かったが、 95年に

は都府県 (14.2%)と北海道 (10.5%)

は逆転している。また、自営兼業農家戸

数の減少率においても、都府県では47.1

％なのに対して、北海道では76.7%と極

めて高い水準となっている。特に、第 1

種兼業農家では自営兼業比率が都府県の

半分の水準であり、農業に重点をおいた

経営において他の収入源として自営部門

に依存している経営の割合が低くなって

いる。これに対して、農外収入に大きく

依存する第2種兼業農家では減少率は極

めて高いものの、自営兼業農家比率が都

注1)1980→ 90年、 90→95年の「合計」と「自給農家」以外の
項目は、販売農家の数値である。
2)「自給農家」の80→85年以前の項目は存在しない。
3)ここでいう「離農」農家とは、統計上の「離農農家」と
「不明」農家の合計である。

表3 世代別の兼業就業状態別構成比

（単位：％）

兼状 業態 年次 合計 世帯主 世の帯妻主 あとつぎ のあとつ妻ぎ 世そ帯の員他

都府県 恒勤常務的 1199894 6 s64g:2 3 5s5o:4 7 4537:2 3 8ss1:g 9 7150..2 6 s7o7:7 s 

臨出 稼時 1919894 6 1619.4 . 7 2240.. 5 7 2380..0 6 48..8 2 1182.4 .9 1011..8 7 

北海道 恒勤常務的 1199896 4 442 s:2 o 2285..3 9 2121..0 a 5654 . .7 2 7424..2 7 1176..3 1 

臨出 稼時 1199894 6 44i3 6 3 6545..6 8 6663 :9 2 3305..2 8 3143 :a 7 2105 :6 1 

資料）『昭和61年度農業調査報告書』『平成6年度農業構造動態調査
報告書一基本構造ー』。

注1)各世代における「恒常的勤務」と「臨時出稼ぎ」の比率を示している。

府県よりも高くなっている。

また、都府県では自営兼

業に占める「その他」の割

合が8-9割となっている

のに対して、北海道では95

年においても 6割程度であ

り、漁業での自営兼業の割

合が35%を占めている。こ

の点にも北海道における自

営兼業の特質をみることが

できる。

第四に、世代による就業

を占めているのに対して北海道では半分にすぎず、

残りの半分を日雇•臨時雇用が占めている。しか

し、第2種兼業農家においては、北海道でも雇用

兼業に占める恒常的勤務の割合が7割を占めてお

り、都府県と同様の「安定」兼業化は北海道にお

いても第2種兼業形態で進行していると考えられ

る。

第三にあげられるのは、自営兼業比率の低さと、

状態の違いがみられる点が

あげられる。表3には世代別の兼業就業状態を示

したが、「世帯主」・「世帯主の妻」は主に臨時・

日雇い、「あとつぎ」・「その他世帯員」は恒常的

勤務が多くなっている。また、恒常的勤務の比率

は、「世帯主」や「あとつぎ」を問わず都府県よ

りも北海道の方が低くなっている。このように、

総体としての不安定就業の中で、世代間での就業

状態の違いが見られるのである。
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m. 北海道における農家兼業の地帯別特質 いる。

以上のような北海道における農家兼業の都府県

との異質性は、北海道内部における農業地帯別の

多様性を反映しながらあらわれている。そこで、

稲作・畑作•酪農の各中核地帯と、非中核地帯を

道南沿岸地帯に代表させ、北海道内部における農

家兼業の地帯別の特質について検討する（表4)。

まず、地帯別の兼業農家割合をみると、畑作中

核地帯と酪農中核地帯では極めて低いが、道南沿

岸および稲作中核地帯で兼業農家割合は6割を越

え、高い水準にある。また、第1種兼業農家割合

は稲作中核地帯で最も高く、第2種兼業農家割合

は道南沿岸地帯で高くなっている。

次に、雇用兼業割合では道南沿岸地帯の渡島を

除くと道南沿岸、稲作中核、畑作中核、酪農中核

のいずれの地帯においても 8割以上を占めている。

しかし、雇用兼業に占める日雇・臨時の割合で北

海道平均を越えている地帯は、稲作中核地帯のみ

自営兼業割合に関しては、稲作中核地帯で4%

台と特に低くあらわれているのに対して、道南沿

岸•酪農中核地帯で高くなっている。また、自営

兼業においても稲作中核地帯では「その他」が90

％以上を占めているのに対して、道南沿岸地帯や

酪農中核地帯の根室では漁業兼業の割合が高くなっ

ている。

このように、第II節で指摘した北海道における

農家兼業の特質は、空知•上川の稲作中核地帯に

最も明確にあらわれている。また、都府県の兼業

構造の性格を示す恒常的勤務割合の高さと自営兼

業の高さは、道南沿岸地帯と（兼業農家比率その

ものは低いが）畑作中核•酪農中核地帯に特徴的

にあらわれているのである。

N. 稲作中核地帯における農家兼業の

展開と諸類型

となっている。これに対して、兼業農家割合の低 1. 北海道における農家兼業の展開過程

い畑作中核•酪農中核地帯、そして道南沿岸地帯 ここでは、戦後の北海道における農家兼業の展

では檜山を除くと恒常的勤務の割合が高くなって 開過程をみていきたい。

表4 北海道における農業地帯別の「家としての主な兼業」比率 (1995年）
（単位：％）

北海道 道南沿岸 稲作中核 畑作中核 酪農中核

渡島桧山後志 空知 上川十勝 網走 釧路根室

自給農家 9.1 酋 ~ 10.8 6.5 6.3 0.9 4.1 6.3 0.2 
第1種兼業 34.7 18.5 27.3 37.6 48.2 45.2 23.9 33.2 19.6 10.3 
第2種兼業 21.7 翌 組 23.5 16.4 21.4 5.7 10.9 14.7 3.4 
兼業計 56.4 70.5 71.9 61.0 64.6 66.5 29.6 44.2 34.4 13.7 
雇用兼業小計 89.5 55.2 84.4 90.4 95.6 95.4 91.2 93.5 85.7 86.4 
恒常的勤務 55.0 68.7 45.0 56.8 49.4 49.8 66.3 57.4 75.6 71.5 
出稼ぎ 3.4 鯰 固 1.7 1.5 4.6 0.6 1.1 2.0 1.7 
日雇い臨時 41.6 21.8 41.4 41.5 49.2 45.7 33.2 41.5 22.4 26.8 
自営兼業小計 10.5 咎 15.6 9.6 4.4 4.6 8.8 6.5 14.3 13.6 
林業 4.3 3.0 5.0 2.7 2.6 5.7 

“ 
謡 闘 2.7 

漁業 27.8 49.4 42.0 29.3 0.0 0.4 0.4 3.4 22.2 35.1 
その他 67.9 47.6 53.0 68.0 97.4 93.9 91.2 80.5 67.6 62.2 

資料：『農業センサス』。
注1)支庁別の地帯区分は、細山 [2]での区分を用いた。また、「沿岸地域」として
区分される石狩、留萌、宗谷、胆振、日高は、総農家の2割を占めているが、煩
雑さを避けるために表示していない。
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高度経済成長期にいたるまでの北海道の農家兼

業は、漁村部における「半農半漁」類型（「第 2

種兼業の中核」）と、山村部における林業賃労働

である「半農半労」類型（「第 1種兼業の主要形

態」）が主体であった。しかし、高度経済成長の

過程でこれら「旧兼業類型」は基本的に崩壊し、

「出稼ぎおよび土建業の人夫・日雇いを中心とす

るあらたな類型」が稲作中核地帯に形成された。

この稲作中核地帯での兼業化は、上川支庁では

1970年から75年にかけて進行し、空知支庁では70

年以降に一貫して進行している（太田原[9])。

この70年代以降に新たに進行した稲作中核地帯

での兼業化を、 70年と75年の空知•上川地域につ

いてみると（表5)、「世帯主」あるいは「世帯主

と跡継ぎ」の兼業戸数が増加しており、「跡継ぎ

のみ」や「その他世帯員のみ」は減少すらしてい

る。このように、 70年代前半の兼業化は、兼業農

家戸数の増加と「世帯主」を主体とした兼業化と

いう点に特徴がみられる。また、空知では第1種、

第2種兼業両方の形態での兼業農家戸数が増加し

ているが、第 1種兼業形態では主に「世帯主」や

表5 稲作中核地帯における1970年代前半の兼業化

（単位：戸、％）

農家数(1975年） 70-75年の増加率
続柄＼地域 空知 上川空知 上川

小計 11, 556 16, 262 7.2 14.9 
--------------------------------------------------------------------------------------------

ムロ

世世跡その継帯帯他主主ぎ世•のの帯跡みみ員継のぎみ 621. 1.7, , 03378718 4 7 7 2931, , ,,4141188728 6 6 ▲ 45225753 .. :3 3 16 ▲ ▲ 54419863.1 ...2 3 9 計

小計 7, 878 10, 359 29.2 ▲ 1.8 

I 塁
--------------------------------------------------------------------------------------------

世世跡その継爾市他主主ぎ世•のの帯跡みみ員継のぎみ 321. , • 5705710 362 0 6 5211, , , , 027 344432 3 3 1 A.129138070 . .4 .4.9 2▲ ▲ 532453 06.:.9 5 5 5 

小計 3, 678 5, 903 23.1 63.6 

I 塁
------------疇・------------疇...-・---------------・・・・・・--・・・・・・・・・・・--・  ● 疇---・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

世世跡その継帯帯他主主ぎ世•のの帯跡みみ員継のぎみ 2. 563 1 077 4 41, , 02846 3 3 1 1619 791...8 0 6 7 672 1 21. . .1 3 8 9 
546 1 414 3 1 . 5 2. 

資料：農業センサス。
注 1)増加率の▲は、減少を示す。

「跡継ぎ」で増加しているのに対して、第 2種兼

業形態では「跡継ぎ」や「その他世帯員」の兼業

化が進んでいる。また、上川では第 1種兼業農家

戸数が絶対数でも減少し、第2種兼業農家戸数の

増加率が高い中で、「世帯主」と「跡継ぎ」の兼

業化が進んでいるのである。

2. 石狩川流域における農家兼業の地域的展開と

賃労働機会

次に、 1970年代以降の農家兼業の地域的展開を、

石狩川流域の稲作中核地帯を対象として、その流

域性に即して検討する I)。そのため、石狩川の上・

中・下流域を代表する市町村として、 〈上流域＝

鷹栖町〉、 〈中流域＝深川市〉、 〈下流域＝岩見沢

市〉をとりあげ、兼業化の展開過程について検討

を行う（図 1)。

まず、 〈上流域＝鷹栖町〉と〈中流域＝深川

市〉では70年代前半に兼業化が進み（図示はして

いないが、この時期には兼業農家戸数の絶対数も

増加している）、 70年代後半には兼業が常態化す

る。ただし、 〈上流域＝鷹栖町〉では第2種兼業

形態での兼業化であり、 〈中流域＝深川市〉では

第1種兼業形態での兼業化となっている。このよ

うな兼業化の動きは、 1970年代前半の休耕（単純

休耕）の増加にともなって発生している。これに

対して〈下流域＝岩見沢市〉では、 70年代後半に

第1種兼業形態での兼業化が進み、 80年代に入っ

てから兼業の常態化が見られる。 70年代後半から

の休耕の再開時における兼業化となっている。現

在の稲作兼業構造は、上中流域は70年代後半に、

下流域では80年代前半には形成されたのである。

次に、対象とした地域における賃労働形態での

就業機会の変化を、①上流域＝旭川市圏、②中流

域＝深川市圏、③下流域＝岩見沢市圏という賃労

働市場圏からみていきたい。図2には、それぞれ

の代表市町村労働市場圏の中心都市における賃労

働市場の量的状況を示す「雇用者」数の変化を指
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図2 雇用者数の変化

資料：農業センサス

図1 兼業農家比率の変化

数表示した。 〈上流域＝旭川圏〉、 〈下流域＝岩

見沢市圏〉では、男子における70年代の拡大と80

年以降の停滞、女子における一貫した拡大がみら

れる。これに対して〈中流域＝深川市圏〉におい

ては、男子では一貫した減少がみられ、女子では

75年以降の拡大となっている。いずれにしても、

日本経済が構造不況期に入った1970年代後半にお

いても雇用の拡大が見られた点、および80年代に

入ってからの遅れた雇用状況の悪化が特徴として

あげられる。

石狩川の各流域における兼業化を、地域の賃労

働機会の変化と重ね合わせると、以下のように整

理できると考えられる。 〈上流域＝鷹栖町〉、

〈下流域＝岩見沢市〉では、兼業化が進んだ70年

代において地域の賃労働機会は男女ともに拡大す

る時期にあたる。また、図示はしていないが産業

別では製造業においては停滞傾向にあったが建設

業では拡大しており、この拡大する賃労働機会に

まきこまれる形で、農家労働力の農外就業が進展

したと考えられる。また、 〈下流域＝岩見沢市〉

では賃労働機会は増加したものの、相対的に経営

面積規模が大きかったために第1種兼業形態をと

らざるを得なかったのに対して、 〈上流域＝鷹栖

町〉では賃労働機会の拡大を条件として、経営面

積規模が零細であったにもかかわらず農協共販に

基礎をおく野菜導入が面的に進まなかったため、

兼業所得に農業所得が対抗できず、通年兼業を主

体とする第2種兼業化が進んだと考えられる。

これに対して〈中流域＝深川市〉における70年

代の兼業化は、賃労働機会全体としても、また図

示はしていないが建設業・製造業においても賃労

働機会が絶対的に縮小するもとでなされた。この

ような賃労働機会の絶対的な縮小局面における兼
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資料：農業センサス

存在している（表6)。

これらの経営は、経営主の冬

期間の農外就業を基本としてお

り、年間の所得はその就業期間

の短さもあって100万円を大きく

下回る経営が多い。経営主およ

び後継者の農外就業もみられ、

除雪作業やスキー場の係員など

冬期間のみに労働力需要が発生

する作業での従事が多い。雇用

形態は、その労働力需要の季節

性から臨時雇形態であり、季節

的に失業を繰り返さざるをえな

図3 兼業農家の安定度

業化は、さらに地域に存在する「専業的な季節労

働者」との競争の中で、夏期間の兼業を主体とし

た第1種兼業化として進んだと考えられる。

また、稲作中核地帯における兼業化は、全体と

しての不安定兼業化として進んできた（図3)。

1970年には恒常的勤務がいずれの市町村でも60-

70%を占めていたが、 〈上流域＝鷹栖町〉では75

年にかけて35%へ、 〈中流域＝深川市〉では40%

台へ低下している。このような全般的な不安定兼

業化は、北海道における労働市場の特徴、すなわ

ち地域において就業先に占める不安定雇用の比重

が高いという点にその原因を求めることができる。

3. 稲作兼業農家の類型と特質

稲作中核地帯における兼業農家の類型とその特

質を、先に検討した石狩川の流域性に重ねる形で

検討する 2)。ここでは経営面積規模によって3つ

の類型を設定し、その特質について明らかにする。

1)大規模兼業農家

第一の類型は、 10ha以上層の稲作経営で構成

される「大規模兼業農家」である（注3)。地域

的には、石狩川下流域の空知南部地域に典型的に

い。

兼業化の農業サイドでの要因

は、 1970年代に実施した基盤整備事業の負担金や

農地取得による負債、規模拡大による機械コスト

増と、米価と転作奨励金の低下により、農業所得

のみでは家計費がまかなえない点に求められる。

2)中規模兼業農家

第二の類型は、 5-lOha層で経営主が兼業に従

表6 石狩川流域における代表的市町村
の経営規模別農家戸数 (1995年）

（単位：戸）

下流域
南幌町

総農家兼業
農家

中流域
深川市

総農家兼業
農家

上流域
鷹栖町

総農家兼業
農家

合計 489 363 1476 930 714 557 

例外規定 3
 

ー 22 11 2
 

ー

lha未満

且.5
7.5-10 
10-15 
15ha以上

862481135202 

1
1
1
 

5
4
0
7
0
4
2
 

2
6
9
1
6
 

ー

6
9
9
3
8
0
9
 

22111829242611 

7
 =
=
 48
9
1
 

5
7
2
8
5
5
7
 

1
1
1
1
1
 

77159325768244 

5
1
7
2
9
1
1
 

6
9
5
9
5
6
3
 

ー

資料：『農業センサス』。

-34-



事する「中規模兼業農家」である 4)。石狩川中流

域の空知北部に典型的に存在する（前掲表5)。

経営主の兼業は、職種としては土木作業を主体

として、春と秋の農繁期以外の兼業従事であるが、

冬期間の兼業は極めて少ない。これは北海道の積

雪寒冷地という条件から冬期間の土木作業におけ

る労働力需要が極端に減少することと、地域に存

在する「専業的季節労働者」の雇用が優先される

ためである（今井[3])。そのため、冬期間は除

雪• スキー場での作業で従事するなど、「通年掛

持兼業」（菅原 [10])の形態もみられる。雇用形

態は臨時雇形態が主流であり、「大規模兼業農家」

の就業と同様に季節的に失業を繰り返さざるをえ

ない。

当初は「中農兼業化」（太田原[9])として進

行したが、野菜導入農家と分岐し、経営の自立限

界規模が上昇するにもかかわらず経営規模が一定

であったため、農業所得のみでは家計費の充足が

困難となり農外収入が不可欠化し、兼業が常態化

したといえる。

3)小規模兼業農家

第三の類型は、 5ha未満層を主体とした「小

規模兼業農家」である。表7に示したように、 5

ha未満層では家の跡継ぎがいない一部の高齢農

家を除くと全てが兼業農家であり、その兼業も世

帯主の兼業となっている。表8にみられるように、

兼業は通年兼業が主体であるが、恒常的勤務形態

と臨時・日雇い形態が並存している。石狩川上流

域の旭川市周辺の上川中部地域に典型的に存在し

ている（前掲表6)。

これらの経営も、この間に経営の自立限界規模

が上昇したにもかかわらず規模拡大を全く行って

おらず（東山[1 ])、一部の野菜導入農家と分岐

し、兼業が常態化している。特に下層は農業離脱

傾向が顕著であり、水稲作の機械保有も少なく、

転作畑作物が主体か、水稲作での機械を用いない

手作業も多く残存している。

4. 1990年以降における大規模兼業農家の地域的

拡大

稲作兼業農家の諸類型を石狩川の流域性との関

連で検討してきたが、 1990年代に入ってからの特

徴としてみられるのは、石狩川下流域に典型的に

存在した「大規模兼業農家」の地域的な拡大であ

る。

表7 小規模兼業農家の経営概要と世帯員の就業状態（鷹栖町C集落 1991年）

農家 経営面積(a) 同居家族 ti 1991年の作付面積 (Y-J~) 作業の施方法

番号
水経面営積田 貸面借積

農業専従 兼業従事 水稲その他 水稲

農業従事 農業未従事 トラクタ 田植 収穫 乾燥

C 9 450 岱54 A56▲ ！ 2 320 燕肩小麦麦13,燕トマ麦ト1823, 双JI"う46 個個2322PPSS 個個4型条6条 個個JJンン33条条 個個2l台台CIO 開 54 
AAA4539 3 2 ,B63● 

2 312 73, 1 
CII A'32● - 34 - - - -
CIZ 306 " 岱37 214 43, 小豆22,大豆2

個個個個個個32l!I1台25台5BPPPPSSSS 個個個手手手464植植植条条条 個個個nn委・さJJJイイ託ンツンンン333クク条条条,' 個個個委/¥/¥S/1)S/1)22託l令台台台冴り

C13 290 貸115
AB'56486 8 ,A'53 

A74 3 183 40 
Cl4 2屈 2 

177 42温トマ0,豆,トト1マ517 ト20,ナス7CI5 2 4 A54! ●, A'52△ czz 132')}¥" 1 
C16 200 A61 C35 1 5祁0 リ悶小/¥'豆, C17 70 AB'8259 ,B'74 A52 A'48●, C3人
C18 1 4 貸貸1 76 A62 2 —工 - - - -
C19 5 272 A63● ? ,A'62●? 2 —草5 - - - -

資料：農家経営調査 (1991年6月実施）。
注1)I.I栖IIJJC集落の股家戸数は26戸であり、このうち21戸の調査を行ったが、その中から5ha未滴の牒家11戸の実態を示した。
2)作業の実施状況の記号は、「個」：個人作業、「型」：型枠式を意味する。
3)家族労働力の数字は年齢を、記号はA:経営主、 B:経営主の父、 C:後継者、「＇」はそれぞれの妻を意味する。
4)兼業従事の記号は、「●」：通年、「▲」：冬期間、「△」：その他臨時を意味する。記号がないものは不明である。
5)他出世帯員のカッコ内は他出先を示す。表示のないものは不明を意味する。
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表8 小規模兼業農家における経営主と後継者の農外就業実態（鷹栖町C集落 1991年）

9喜闘 闘 就時 業期 職種 事所業在所地 形雇 態用 賃金形態 賃金

ii 冬ii10日
．．． 

晨理 事 月日日BB給給給給給月月月給給給 翻年晶日収650劉00ー002万0円万翡円万円円鳳
．．． ... ... ... ... ．．． 

， 
通年 町内 ... ... 月収14-15万円... ... ... ... ．．． ... 

It 翡不水動道配産関贔係 罰l
会社員 ... ．．． ... ．．． ．．． ... ．．． ... 

旭川 臨時 日給 日給7800円

注資料321)))：性続農「.柄家別..経不」、：営年明調調齢の査査Cの未-記1了(7号1番9を9は農意1年表家味67のす月と子る実同ど。施じも。）を。除く。

表9 大規模兼業農家 (10ha以上層）の地域的広がり
（単位：戸、％）

1970 75 80 85 90 95 

48 88 171 207 237 254 
南視町 農兼兼家業業戸戸比数数率

14. 76((--) ) 28(12) 1 31. 8(3. 6) 
95(468(2 ) 123(38Cl ) 160(58(2 ) 176 
55. 8.1) 59. 4 8. 4) 67. 5 4. 5) 69. 3 

17 64 93 178 289 379 
深川市 農兼兼家業業戸戸比数数率

11. 28((5. 91) ) 18(10Cl ) 28. 1 5. 6) 
40(10) 1 
43. 0(0. 8) 

76(23Cl ) 155(28C ) 230 
42.7 2.9) 53.6 9.7) 60.7 

5 12 32 51 86 126 
鷹栖町 農兼兼家業業戸戸比率数数

40. 20((--) ) 8(54 ) 66. 7(1. 7) 
18(6~ 
56. 3 18. 8) 

22(8~ 
43. 1 15. 7) 

44(12) 1 92 
51. 2(4. 0) 73. 0 

資料：『農業センサス』各年次。
注1)いすれの数値も、 lOha以上の農家の数値である。
2)カッコ内の数値は、第1種兼業農家のうち、世帯主農業専従を除いた数値である。

中規模兼業農家の多かった石狩川中流域、小規

模兼業農家の多かった石狩川上流域においても経

営規模の拡大が進行しており、 90年以降は下流域

に位置する空地南部と中流域に位置する空地北部

で平均経営面積の逆転がおきている（西村[8])。

このようなこれまでの小中規模地域での規模拡大

にともなって、大規模層での兼業農家比率も高まっ

ている。

模地域である深川市でも85年以降は4割から 6割

に高まっている。ただし、これらの経営の大部分

は世帯主以外の兼業であり、下流域の大規模兼業

農家とは異なったものと考えられる。これらの経

営実態についての分析は今後の課題であるが、例

えば中流域における兼業農家の規模拡大が指摘さ

れている（杉戸 [11])。

表9に示したようにlOha以上層をとってみる 注1)石狩川流域における水田化の過程と地域性は、臼

と、上流域の小規模地域であった鷹栖町では85年 井 [14]を参照のこと。

以降、 lOha以上農家の兼業比率は 4割から 7割 注2)ここでは、寺本 [13]の類型化を参考にした。

をこえる水準にまで高まっており、中流域の中規 注3)ここでの整理は、西村[7 J、今井[3 J、泉谷
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[ 5 Jの実態調査結果に基づいている。

注4)ここでの整理は、泉谷[6 Jの実態調査結果に基

づいている。

V. 北海道稲作地帯における農家兼業の
課題と「新農業基本法」

1 . 北海道稲作地帯における兼業化の課題

北海道における農家兼業は、地帯別にも、石狩

川の流域性に即しても、多様な形態をとって存在

しているが、一部地域を除けば、北海道における

農家兼業は、その獲得できる所得の低さから、農

家所得の補完機能としては限界がある。さらに、

北海道では企業倒産の増加による賃労働機会の減

少が近年激しくなっており、特に農家の兼業先と

して重要な位置を占めている土木建築業での賃労

働機会が悪化している 1)。農家の兼業機会そのも

のも縮小しているのである。

そのため、規模拡大や野菜導入による専業化を

模索する一方で、北海道型の自営兼業農家育成が

必要となっている。北海道においては、都府県と

比較すると自営兼業が占める位置が相対的に低く、

自営兼業においても漁業兼業が多くなっていた。

家族農業経営における多就業は、経営における季

節的な遊休労働力を活用することで収入の増加を

可能にし、収入の確保先を多く分散させることで

収入の安定化をもたらすというメリットも一定の

条件では成立する。賃労働形態での兼業機会が減

少する中で、このようなメリットと農業生産力の

「発展」を両立させるには、農業関連産業での兼

営化を可能にする方策が望まれる。具体的には、

加工部門・外食の導入や農畜産物の輸送部門との

積極的な結合、農地の基盤整備事業においても大

規模な事業では困難だとしても、小規模でかつ農

家の保有する土木機械で可能な事業については農

家自身が事業を請け負う体制づくりも必要となっ

ているだろう。

2. 北海道稲作地帯における兼業化と「新農業基

本法」

最後に、新農業基本法との関連で北海道農業の

兼業化問題を考察するならば、 1997年4月に「新

農業基本法」の策定にむけて「食料・農業・農村

基本問題調査会」による「中間取りまとめ」がだ

されたが、ここで本論と関連するのは「中間取り

まとめ」において、担い手がどのように位置づけ

られているかであろう。

稲本[4 Jによれば、「『中間取りまとめ』にお

ける担い手政策は、『経営体』型農業への担い手

構造再編、いわば一極集中型構造への再編、その

再編の加速化を強調している」。これに対しては

兼業農家・高齢農家などの「多様な担い手」の役

割の重要性が指摘されている（谷口 [12])。

そこでは、「専業農家」＝担い手農家と「兼業・

高齢農家」＝生活重視型農家という 2項把握が基

本であると考えられる。しかし、本論の分析でみ

たように、大規模化が進行した北海道においても

兼業化が進行しており、先の 2項把握での政策対

応は困難であり、より地域に即した経営類型と対

策が求められているといえよう。

注1)北海道における企業倒産は、金融改革や公共投資

の削減のもとで深刻化しており、地域の就業機会

に大きな影響を与えている。この点を『北海道新

聞』の報道からいくつか示しておきたい。

① 9舷F度の「国の開発事業費と道、市町村単独事業

費をあわせた公共投資額総計は前年度より1406億

7千万円減少」（前年度比6.17%減、国の開発事

業費は8.75%減）しており、道による90年の産業

連関表を用いた分析では、これにより「建設業の

8千人などを中心に約1万8600人の雇用機会が失

われる」 (1998年3月24日付）。

② 帝国データバンク札幌支店によると、道内の倒産

企業の従業員数は94--96年には4千人代で推移し

てきたが、 97年には7277人となり、調査を開始し
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た87年以降で最も高い数値になっている。さらに、

9碑には「1-3月の3ヶ月間だけで3243人に達

し、前年を上回るペースで推移している」 (1998

年5月1日付）。

③ 道労基局のまとめによると、 97年「1年間に道内

で発生した賃金不払い事件が、過去10年間で最高

の763件（対象労働者2262人）、金額にして 8億

8318万円」となっており、これは金額で96年の32

％増である。業種別の発生件数では建設業249件

（対象労働者数757人）で最も高くなっている。道

労基局は、「763件は氷山の一角にすぎず、処理さ

れないものも含めれば3倍くらいになる」として

いる (199舷f:4月28日付）。

④ 岩見沢市では、 97年11月に市内の中堅建設会社が

倒産以来、建設業者があいついて破綻し、ある企

業の市内上幌向地区の農家に対する未払い賃金は

延べ662人分、総額811万円になるという (1998年

3月19日付）。
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